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はじめに 

政府は成長戦略の中で、中小企業の海外進出を重要な政策課題として位置づけている。国や自

治体などの積極的な支援を追い風として、大企業だけでなく中小企業を含む国内企業が一層の海

外進出を目指すことが期待されているが、現地情報の収集や諸外国との関係など海外に進出する

際のリスクも少なくない。 

機械金属系をはじめとする製造業が多数集積している長野県。以前から直接・間接を含め海外

進出や海外取引を行っている企業が多いこともあって、海外情勢や為替に対する関心が高く、ま

た変化に敏感に反応してきた。 

帝国データバンクでは今回、海外進出に関する企業の見解について調査を実施した。調査はＴ

ＤＢ景気動向調査 2019 年９月調査とともに行っている。調査期間は９月 13 日～30 日。調査対象

は全国２万 3696 社、長野県 532 社で、有効回答企業数は全国 9901 社（回答率 41.8％）、長野県

241 社（同 45.3％）。なお、海外進出に関する調査は 2012 年５月、2014 年９月に続いて３回目。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特別企画：海外進出に関する長野県内企業の意識調査（2019 年） 

4 社に 1社が海外に進出、進出先としては中国を最重視 

海外進出の課題、「社内人材（邦人）の確保」がトップ 

調査結果（要旨） 

■「海外進出あり」は 25.7％、製造業に限ると 39.4％ 

直接・間接いずれかの形で海外に進出している県内企業は 25.7％だった。直接的な進出

としては「現地法人の設立」（8.3％）が、間接的な進出としては「間接的輸出」（10.0％）

がそれぞれ最多。また、主要業界別では「製造」の 39.4％が「海外進出あり」と回答して

いる。 

■海外進出を進めるうえでの相談相手としては「取引先企業」が最多 

  海外進出を進めるうえでの相談相手としては、「取引先企業」（38.7％）が最多、「公的な

支援機関」（32.3％）、「メインバンク」（27.4％）などと続いている。 

■最も重視している国・地域、生産拠点・販売先ともに「中国」 

  現在の進出先において最も重視している国・地域は、生産拠点・販売先ともに「中国」

がトップ。生産拠点として「中国」は 25.8％、販売先としては 27.4％だった。 

■課題は「社内人材の確保」など、期待するのは「法制度や商習慣に関する支援」など 

  海外進出の課題としては「社内人材（邦人）の確保」（45.6％）が最多となった。また、

期待する支援サービスで最も多かったのは「法制度や商習慣に関する支援」（45.2％）。
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１．「直接的な進出」12.0％、「間接的な進出」18.3％ 

現在の海外進出状況を尋ねたところ、「直接的な進出」（「現地法人の設立」「生産拠点」「販売

拠点」「資本提携」）を行っている企業は 12.0％、「間接的な進出」（「直接輸出」「間接的輸出」「業

務委託」「業務提携」）を行っている企業は 18.3％となった（複数回答）。直接・間接いずれかの形

で海外に進出している「海外進出あり」は 25.7％と４分の１を超える一方、「進出していない」は

72.2％だった。「直接的な進出」では「現地法人の設立」（8.3％）が、「間接的な進出」では「間

接的輸出」（10.0％）がそれぞれ最多。 

規模別にみると、「海外進出あり」は「大企業」が 35.1％、「中小企業」が 24.0％、「（中小企

業のうち）小規模企業」が 20.9％と、規模が大きいほど比率が高い。また、主要業界別では「製

造」の 39.4％、「卸売」の 19.2％、「サービス」の 13.8％、「運輸・倉庫」の 12.5％、「建設」の

12.1％、「小売」の 11.1％が「海外進出あり」と回答、「製造」が他を大きく引き離した。「製造」

の進出状況は、「直接的な進出」では「現地法人の設立」（10.6％）、「生産拠点」（8.7％）、「販売

拠点」（3.8％）、「資本提携」（1.0％）、「間接的な進出」では「間接的輸出」（18.3％）、「直接輸出」

「業務委託」（各 8.7％）、「業務提携」（2.9％）だった。 

今回の調査と前回（2014 年９月）の両方を回答した県内企業（131 社）を対象として２時点間

を比較すると、５年前も今回も「進出あり」は「大企業」で 28.6％、「中小企業」で 21.4％。一

方、５年前と現在の変化に目をやると、「中小企業」は５年前に「進出なし」で今回「進出あり」

が 7.8％、５年前に「進出あり」で今回「進出なし」が 6.8％と、この間の進出・撤退企業の差が

「大企業」と比べ小さかった。 

なお、全国調査では「海外進出あり」が 24.7％となり、長野県の方が 1.0ポイント高い。 
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２．海外進出を進めるうえでの相談相手は「取引先企業」「公的な支援機関」など 

直接・間接のいずれかの形で海

外に進出している県内企業 62 社

を対象に、海外進出を進めるにあ

たっての相談相手を尋ねた。最も

多かったのは「取引先企業」

（38.7％）。特に「間接的な進出」

では 43.2％と４割を超えた。次い

で、日本貿易振興機構（ジェトロ）

や中小企業基盤整備機構（中小機

構）などの「公的な支援機関」

（32.3％）、「メインバンク」

（27.4％）と続く。「直接的な進

出」に限ると、「メインバンク」

は 48.3％と半数に迫る。 

全国調査でも「取引先企業」が

38.0％で最も多かった。 

 

 

 

３．生産拠点・販売先ともに「中国」を最重視、生産拠点では「ベトナム」が２位 

直接・間接のいずれかの形で海外に進出

している県内企業 62社は、現在の進出先に

おいて生産拠点として、販売先としてそれ

ぞれどの国・地域を最も重視しているのだ

ろうか。生産拠点としては「中国」（25.8％）

がトップで、「ベトナム」（9.7％）が２位、

販売先としてもトップは「中国」（27.4％）、

「タイ」（9.7％）が続いている。生産拠点

としては近年、「中国→ASEAN」といった動

きも表面化しているが、依然として中国を

重視する企業は多い。 

全国の調査結果は、生産拠点としては「中

国」（23.8％）、「ベトナム」（11.5％）、「タ

イ」（7.1％）、販売先では「中国」（25.9％）、

「アメリカ」（ 8.9 ％）、「ベトナム」

（7.8％）と続いている。 
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４．海外進出の課題は人材、言語、社内体制、情報収集など広範囲に及ぶ 

今後、海外進出を検討または進める場合、どのようなことが障害や課題となるか尋ねたところ

（複数回答）、「社内人材（邦人）

の確保」（45.6％）が最も多く、

「言語の違い」（39.8％）が続い

ている。また、「大企業」では「海

外進出に向けた社内体制の整備」

が 51.4％でトップ（全体では

39.0％で３位）。30％以上に達し

たのが 10項目、20％以上が 15項

目と課題は広範囲に及ぶ。一方、

海外進出の有無別にみると、「海

外進出あり」では「外国為替レー

トの変動」（50.0％）が、「海外進

出なし」では「社内人材（邦人）

の確保」（47.7％）が最も多かっ

た。 

全国調査でも、「社内人材（邦

人）の確保」（45.2％）、「言語の

違い」（37.9％）などの順。 

 

 

 

５．「法制度や商習慣」「リスクマネジメント」などに関する支援を期待 

今後、海外進出を検討または進める場合、企業が国・行政・支援機関などに期待する支援サー

ビスとしては（複数回答）、進出国の貿易

制度、法人設立の手続き・制度などの「法

制度や商習慣に関する支援」（45.2％）が

最多となり、貿易保険・保証、為替変動

への対応などの「リスクマネジメント」

（41.5％）も 40％を超えた。３位は展示

会・見本市への出展支援、商談会やマッ

チング支援などの「販路確保や開拓支援」

（32.8％）。この上位３項目は、順位を含

め「海外進出あり」「海外進出なし」に共

通している。なお、20％以上となったの

は９項目。 

全国調査でも、最多となったのは「法

制度や商習慣に関する支援」（42.0％）。 
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まとめ 

少子高齢化に伴う人口減少が進行し、縮小が避けられない見通しとなっている国内市場。こう

した状況に危機感を持つ企業は多いが、打開策のひとつとして政策課題に位置づけられているの

が海外進出である。業種や扱い品目、あるいは経営方針により、「進出している（検討している）」

と「進出していない（検討していない）」が明確に分かれる傾向もある海外進出。今回の調査では、

県内企業の 25.7％（国内企業の 24.7％）が直接・間接いずれかの形で海外に進出していることが

判明した。 

進出企業は、現在の進出先において生産拠点として、販売先としてそれぞれ「中国」を最も重

視。先般行った「2019 年日本企業の輸出先調査」でも、県内企業の輸出先では「中国」が最も多

く、複数国・地域へ輸出しているケースでも中国を軸とした組み合わせが目立った。販売先とし

て大消費地の中国重視はこれからも続くとみられるが、人件費などのコスト増を背景に生産拠点

としての見直しも進行。さらに、現在は比較的安定しているが、これまで何度となく悪化してき

た日中関係などを不安視する声もあり、“中国一強”は変化しつつある。 

日本経済の持続的成長のためには、国際市場にも広く目を向け、世界の需要を獲得することが

大きなポイント。今回の調査では、海外進出の課題として「社内人材（邦人）の確保」が、期待

する支援サービスとして「法制度や商習慣に関する支援」が最多となったが、それぞれ非常に広

範囲にわたっていることも明らかとなった。各企業が抱く課題の解決を目指しつつ、大企業だけ

でなく、中小企業も含め海外進出に関わる施策の重要性は一段と拡大。企業からは、「進出時だけ

でなく、撤退時の支援が必要」との声も寄せられている。 
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